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はじめに 

 

近年、製造業の置かれている状況は刻一刻と変化してお

り、デジタルトランスフォーメーション（DX）の推進、カー

ボンニュートラル・SDGs への取組など、これまで以上に時代

の潮流にいち早く対応した経営が求められています。また、

地方自治体にはこれらの課題に対応した行政運営が求めら

れています。そこで、本市の現状及び課題を明確にしたうえ

で新たな目標や戦略を定めるため、「安曇野市ものづくり振

興ビジョン」を策定いたしました。 

本市をとりまく経済状況は、世界中を襲った新型コロナウイルス感染症の終息の兆

しが未だに見えず、加えて、原材料費・燃料費等の高騰や円安による輸入・流通コス

トの上昇により一層厳しい状況にあります。こうした状況下においても企業には中核

事業を継続し、持続的に成長することが求められます。また、人口減少、少子高齢化

による生産年齢人口の減少により地域の人材不足は大きな課題となっています。 

本ビジョンでは、「高い技術力で持続的に成長するまち 安曇野」を基本目標とし

ております。市内企業が高い技術力を生かし、新製品・新技術の開発や新市場開拓を

実現することで、これまで培ってきた技術を次世代に繋ぎ、さらに伸ばすことで持続

的に成長して世界市場から求められる地域となることを目指します。 

厳しい経済状況下ではありますが、ビジョンの実現に向け皆様の一層のご支援とご

協力をお願い申し上げます。 

結びに、「安曇野市ものづくり振興ビジョン」の策定にあたり、貴重なご意見やご提

言を賜りました企業や関係機関の皆様に心から感謝申し上げます。 

 

 

令和５（2023）年３月 

 

                          安曇野市長 太田 寛 
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第 1章 安曇野市ものづくり振興ビジョンの策定にあたって 

1. ものづくり振興ビジョン策定の趣旨と目的 

本市では、平成 22（2010）年に安曇野市工業振興ビジョンを策定し、平成 27（2015）年に

見直しを行いました。平成 30（2018）年には、第２次安曇野市総合計画前期基本計画がスタ

ートし、その基本目標の１つである「魅力ある産業を維持・創造するまち」の具現化に向け、

第２次安曇野市工業振興ビジョンを策定しました。 

第２次安曇野市工業振興ビジョン策定後現在に至るまで、工業が置かれた環境は激しく変

化しており、デジタルトランスフォーメーション（DX）1の推進、カーボンニュートラル2・SDGs3

の取組など企業の経営基盤の強化や生産性の向上、さらに毎年のように発生している自然災

害など不測の事態への対応が急務になっています。市内企業には時代の変化にいち早く対応

した経営が求められ、支援機関や自治体には市内企業の後押しとなる施策の検討や支援方法

の構築が求められています。 

そのためには、第２次安曇野市工業振興ビジョンの見直しによる後期計画ではなく、工業

振興ビジョンを一新したビジョン策定が必要になります。 

そこで、本市の現状及び課題を明確にしたうえで新たな目標や戦略を定める「安曇野市も

のづくり振興ビジョン」を策定します。 

 

 

2. ビジョンの位置づけと計画期間 

（１）安曇野市ものづくり振興ビジョンの位置づけ 

本ビジョンは、上位計画である「第２次安曇野市総合計画 後期基本計画」と整合を図り、

本市のものづくり振興の分野別ビジョンとして位置づけます。 

 

（２）計画期間 

 本ビジョンは「第２次安曇野市総合計画 後期基本計画」との整合を図るため、令和５（2023）

年度～令和９（2027）年度までの５カ年とします。 

                                                
1 Digital Transformation の略。 
・企業が顧客、市場の変化に対応しつつ、組織、文化、従業員の変革を牽引しながら、第 3のプラッ

トフォーム（クラウド、モビリティ、ビッグデータ等）を利用して、新しい製品やサービス、新しい

ビジネスモデルを通して、ネットとリアルの両面での変革を図ることで価値を創出し、競争上の優位

性を確立すること。（総務省 HP 記載内容を編集） 

・「企業がビジネス環境の激しい変化に対応し、データとデジタル技術を活用して、顧客や社会のニ

ーズを基に、製品やサービス、ビジネスモデルを変革するとともに、業務そのものや、組織、プロセ

ス、企業文化・風土を変革し、競争上の優位性を確立すること。」（経済産業省 HP） 
2 温室効果ガスの排出量と吸収量を均衡させること。 
3 Sustainable Development Goals の略で、国連サミットで採択された「持続可能な開発のための

2030 アジェンダ」に記載された 2030 年までに持続可能でよりよい社会を目指す国際目標。 
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第２次安曇野市総合計画 基本構想 

（平成 30（2018）年度～令和９（2027）年） 

後期基本計画 

（令和５（2023）年度～令和９（2027）年度） 

目標２：魅力ある産業を維持・創造するまち 

安曇野市ものづくり振興ビジョン 

（令和５（2023）年度～令和９（2027）年度） 

施策２-４：商工業の振興 

施策２-５：市内事業者の経営強化 

施策２-６：多様な働き方への支援 

図表１.上位計画と本ビジョンの関係 
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第 2章 安曇野市ものづくり産業の現状と課題 

1. 安曇野市の概況 

本市では、総人口は平成 25（2013）年以降に、生産年齢人口（15歳～64歳）は平成 21（2009）

年以降にいずれも緩やかな減少傾向を示している状況でしたが、今後は、加速度的に人口が

減少して令和 27（2045）年の時点で令和４（2022）年と比べて総人口が約 21％の減少、生産

年齢人口に関しては、約 35％減少すると推計されています。 

生産年齢人口については、過去 10 年間で約 5,500 人減少しており、様々な産業分野におい

て人材不足が顕在化している状況です。今後、更なる人口減少によって産業間・企業間にお

ける人材獲得競争が今まで以上に激しさを増し、人材を確保できない企業は事業実施や企業

の存続にも大きな影響を受けるおそれがあります。 

一方、65歳以上のシニア層に関しては、過去 10年間で約 5,000 人増加しており、今後も増

加することが推計されています。 
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2. 統計からみる安曇野市ものづくり産業の現状 

【事業所数・従業員数】 

 本市の事業所数（従業員４人以上の事業所）に関しては、平成 24（2012）年以降減少傾向

を示しており、平成 24（2012）年と令和２（2020）年を比較すると９年間で約８％減少して

います。 

また、市内製造業の従業員数（従業員４人以上の事業所）については、平成 30（2018）年

まで増加傾向で推移していましたが、平成 30（2018）年以降は従業員数についても減少傾向

に転じています。 

【特化係数4（従業員数）】 

 従業員数に関して特化係数を確認すると、20 分野のうち 13 分野で特化係数が 1.0 を超え

ています。その中でも電子部品・デバイス・電子回路製造業は特化係数が 4.1 と非常に高い

数値を示しており、加えて５分野で特化係数が 2.0 を超えています。本市では全国的に見て、

製造業における従業員数が多く、製造業が盛んな地域であるといえます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                

4 域内のある産業の比率を全国の同産業の比率と比較したもの。1.0 を超えていれば、当該産業が全

国に比べて特化している産業とされる。 
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【産業中分類別事業所数の割合】 

 産業中分類別の事業所数の割合について、本市は食料品製造業を筆頭に生産用機械器具製

造業や電子部品・デバイス・電子回路製造業、金属製品製造業、プラスチック製品製造業、電

気機械器具製造業の割合が高いことが分かります。 

 長野県の産業中分類別の事業所数の割合と比較すると立地している事業所の傾向は比較的

類似しているといえますが、特に食料品製造業や電子部品・デバイス・電子回路製造業とい

った業種については、長野県の立地割合と比べて高いことが分かります。反対に生産用機械

器具製造業、金属製品製造業については、当市の立地割合と比べて長野県全体での立地割合

が高くなっていることが分かります。 
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【製造品出荷額等】 

 製造品出荷額等（従業員４人以上の事業所）については、平成 24（2012）年から平成 30

（2018）年にかけて緩やかな増加傾向を示していました。令和元（2019）年には安曇野市を

含めた上位５市のうち、３市がマイナスに転じましたが、２市では製造品出荷額が増加して

いることが分かります。当市については、マイナスに転じた３市の中でも特に減少幅が大き

く、製造品出荷額は約 500 億円減少（-10.0％）しています。 

ただし、平成 26（2014）年以降県内５番目に位置しており、長野県内においては、ものづ

くりが盛んな地域といえます。 
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【粗付加価値額5】 

 粗付加価値額（従業員４人以上の事業所）についても平成 24（2012）年以降県内５番目に

位置しており、長野県内ではものづくりで稼ぐことが出来ている地域といえますが、上位４

市と比べると大きな差があります。平成 30（2018）年に上位４市に迫る粗付加価値額となり

ましたが、令和元（2019）年に本市を含めた上位５市のうち、３市でマイナスに転じており、

中でも本市は約 257 億円減少（-14.7％）と他市に比べて大きく減少しており、上位４市との

差が大きく開いたことが分かります。 

【特化係数（付加価値額）】 

 付加価値額についての特化係数を確認してみると食品製造業、プラスチック製品製造業、

窯業・土石製品製造業、金属製品製造業、生産用機械器具製造業、電子部品・デバイス・電子

回路製造業、電気機械器具製造業、情報通信機械器具製造業、輸送用機械器具製造業の９分

野で特化係数が 1.0 を超えています。特に電子部品・デバイス・電子回路製造業については

約 7.0、食料品製造業では約 2.4、プラスチック製品製造業では約 2.3、情報通信機械器具製

造業では約 2.4 と非常に高い特化係数を示している状況であり、これらの分野で付加価値額

を生み出している状況であることが読み取れます。 

 

 

  

 

 

                                                

5 売上高から原材料費や仕入原価などの変動費を差し引いたもの。 
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図表７.粗付加価値額の推移（従業員４人以上事業所）
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出典：長野県「工業統計」 
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繊維工業

木材・木製品製造業

家具・装備品製造業

パルプ・紙・紙加工品製造業

印刷・同関連業

プラスチック製品製造業

ゴム製品製造業

窯業・土石製品製造業

非鉄金属製造業

金属製品製造業

はん用機械器具製造業

生産用機械器具製造業

業務用機械器具製造業

電子部品・デバイス

・電子回路製造業

電気機械器具製造業

情報通信機械器具製造業

輸送用機械器具製造業

その他の製造業

安曇野市 全国平均
出典：内閣府「RESAS」より作成

図表８.安曇野市の特化係数（付加価値額） 
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【労働生産性6】 

労働生産性（１人当たり）に関しては、平成 24（2012）年から平成 29（2017）年まで長野

県とほぼ同等の水準で推移していました。平成 30（2018）年に国・長野県を上回る水準を示

しましたが、令和元（2019）年に大きく下落したことで、再び国の水準を下回っています。 

また、個別の企業についてみると労働生産性が低い企業は「稼ぐ力」が弱いといえます。

稼ぐ力が弱いことで収益が低く、従業員の賃金が低くなる可能性が高いため、人口減少が進

む状況下では人材確保がより困難になりがちです。企業戦略を検討して必要な投資を行うこ

とで高い収益につなげる好循環を確立し、労働生産性の高い企業を育成することが求められ

ます。 

【特化係数（労働生産性）】 

労働生産性に関して、本市の特化係数を確認してみると、はん用機械器具製造業と電子部

品・デバイス・電子回路製造業に関しては、1.0 を超えて全国より高い水準を示している状況

ですが、その他については、すべて 1.0 を下回る水準であることが分かります。 

付加価値額については、９分野で特化係数が 1.0 を超えていましたが、労働生産性につい

て特化係数が 1.0 を超えているのは電子部品・デバイス・電子回路製造業、はん用機械器具

製造業の２業種しかなく、多くの業種では、付加価値を生んでいるものの、総じて従業員数

が多い傾向にあるため労働生産性が低い状態となっていることが分かります。 

 

 

 

                                                

6 従業員一人当たりの付加価値額。 
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図表９.労働生産性の推移
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家具・装備品製造業

パルプ・紙

・紙加工品製造業

印刷・同関連業

プラスチック製品製造業

ゴム製品製造業

窯業・土石製品製造業

非鉄金属製造業

金属製品製造業

はん用機械器具製造業

生産用機械器具製造業

業務用機械器具製造業

電子部品・デバイス

・電子回路製造業

電気機械器具製造業

情報通信機械器具製造業

輸送用機械器具製造業

その他の製造業

安曇野市 全国平均

図表10.安曇野市の特化係数（労働生産性）

出典：内閣府「RESAS」より作成 
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3. 安曇野市ものづくり産業の課題 

 本ビジョン策定にあたり、市内ものづくり企業へのアンケート調査及び支援機関・一部事

業者へのヒアリング調査を実施しました。それらの結果から明らかになった安曇野市のもの

づくり産業の課題をもとに、安曇野市が目指す方向と戦略を設定する必要があります。 
 

（１）緊急事態における早期復旧やリスク回避体制の整備の遅れ 

 新型コロナウイルス感染症は、未だ終息が見えない状況が続いています。 

また、近年毎年のように日本国内では自然災害による都市機能への甚大な被害が発生して

います。これまで安曇野市内においては幸いなことに大きな被害が発生したことはありませ

んが、一度自然災害が発生すると経済活動や生活に大きな影響を及ぼす恐れがあります。こ

のような緊急事態はいつどこで発生するかわかりません。平常時から緊急事態発生時に行う

べき対応や行動を把握することでのリスク回避や緊急事態発生時でも企業の中核事業を維持

し、事業資産の損害を最小限に抑えることで事業の早期復旧を目指し、雇用や資産を守るこ

とが求められます。 

現在、市内企業において BCP7の策定を行っているのは 30％（図表 41 参照）と少なく、早急

な対応が必要な状況になっています。BCP 策定に向けて市内企業が課題として感じている内

容は、「マンパワー不足」が最も多く、次いで「知識やノウハウがない」と人材に関する内容

が上位を占めており、人材の確保・育成や知識の習得が求められています。 

 

 

（２）企業価値増大に資する取組、新規事業展開に向けた取組が不十分 

 競合先に打ち勝って受注を獲得するためには、SDGs・カーボンニュートラル等への取組に

よる企業価値の増大、競合他社との差別化が図れるような技術力、取引先や消費者に訴求で

きるデザイン力を身に付け、他社や他地域との競争の中で常に選ばれる製品を提供できるこ

                                                

7 Business Continuity Plan の略。企業が自然災害などの緊急事態に直面した場合に、中核事業の継

続や早期普及を可能とするために平常時から行うことや緊急時の事業継続のための方法・手段などを

取り決めておく計画。 

46%

16%

43%

31%

7%

1%

24%

4%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

１．マンパワー不足

２．資金不足

３．知識やノウハウがない

４．優先順位が低い

５．相談できる場所がない

６．その他

７．特に課題はない

８．わからない

図表11.ＢＣＰを策定・更新する上での課題 N=67
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とや新しい技術を提供できる企業になることが必要です。 

そのためには、DXの推進、SDGs・カーボンニュートラルへの取組、自社技術を活用した新

分野への進出や新製品・新技術の開発などを推進することで市内ものづくり企業が「選ばれ

る企業」へ転換することが必要です。 

しかし、DXの推進により顧客や社会のニーズを基に、製品やサービス、ビジネスモデルの

変革を行っている企業は 17％（図表 42 参照）、SDGs の取組を行っている企業は 40％（図表

44 参照）、カーボンニュートラルの取組を推進している企業は 29％（図表 46 参照）といずれ

も半数に届いておらず、各要素の推進による企業価値の向上による「選ばれ続ける企業・地

域」への転換が必要です。 

DX 推進、SDGs、カーボンニュートラルの取組に関して課題となっている内容は、すべての

要素で「マンパワー不足」が最も多く、次いで「知識やノウハウがない」と人材に関する内容

が上位を占めており、人材の確保・育成や知識の習得が求められています。また、資金面を

課題としている企業も一定数おり、補助金等での資金面の支援が必要となっています。 

 

 

60%

31%

60%

19%

10%

0%

8%

8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

１．マンパワー不足

２．資金不足

３．知識やノウハウがない

４．優先順位が低い

５．相談できる場所がない

６．その他

７．特に課題はない

８．わからない

図表12.ＤＸ推進に取組む上での課題 N=52

48%

15%

40%

25%

6%

0%

28%

11%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

１．マンパワー不足

２．資金不足

３．知識やノウハウがない

４．優先順位が低い

５．相談できる場所がない

６．その他

７．特に課題はない

８．わからない

図表13.ＳＤＧｓを取組む上での課題 N=65
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（３）慢性的かつ深刻な人材不足 

 新規学卒者に限らず中途採用も含めて、ものづくり産業に従事する人材は十分な状況とは

いえず、人材不足を感じている企業が多い状況となっています。また、企業の進むべき方向

性を定め、継続的に発展していくために求められる経営力を備えた次世代経営者や製造現場

全体を統括できるような人材も充足しているとはいえません。加えて、若年層に関しては進

学を機に関東・中京・関西へ流出し、そのまま進学先で就職する場合が多く、Uターン等によ

って当市へ戻ってきて就職する人材の確保は難しい状態が続くことが考えられます。 

 人材不足への対応として市内企業の多くが「新規人材の採用」「既存社員の教育・能力向上」

に取り組んでいる状況ですが、募集しても応募がない場合や応募があっても自社で求めるレ

ベルの人材からの応募がないといった課題を感じている企業が多く、企業と求職者のマッチ

ング支援や従業員の能力向上に資するような支援を展開する必要があります。 

 一方、移住フェアなどのイベントでは当市ブースを訪問する人も多く、移住を考えている

人もいるため、住環境としての当市に魅力を感じている関東・中京・関西在住者が移住する

ことも考えられます。移住者の受け入れ先としての企業となるべく、労働環境の整備や移住

者を受け入れるための社員教育などを進め、魅力ある企業情報の発信や働きやすい環境を準

備することが求められます。 

 

44%

28%

34%

21%

6%

1%

24%

12%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

１．マンパワー不足

２．資金不足

３．取り組むための知識やノウハウがない

４．優先順位が低い

５．相談できる場所がない

６．その他

７．特に課題はない

８．わからない

図表14.カーボンニュートラル推進に取組む上での課題 N=68
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5%

0% 20% 40% 60% 80%

１．募集しても応募がない

２．応募者の中に求めるレベルの人材がいない

３．資金不足

４．人材確保のための知識やノウハウがない

５．その他

６．特に課題はない

７．わからない

図表15.人材確保に向けた課題 N=59



15 

 

 

 

（４）地域内連携の強化、地域外への訴求 

中小・小規模零細企業は高い技術力や魅力的な商品を持っていても単独の企業では大手企

業等との直接取引や BtoC8による商品販売を行うことは難しい状況です。単独ではできないこ

とに対応するために地域内企業による連携を進めることが考えられますが、地域内連携を行

う上で、「地域内企業の情報不足」を課題としている企業が多いことから地域内企業同士の情

報交換機会を設け、業務内容の把握・交流を通じて新規の連携体制を確立し、製品開発を推

進することで地域として大手企業等と取引できる体制や地域で BtoC を実施できるような商

品開発体制を整えることが必要です。その際に利用可能な補助制度などの資金面での支援も

必要となります。 

また、国内外で開催される展示会9等への出展に関しても単独の企業としての出展だけでは

なく、グループとしての出展を行うことで会場内の大きな展示スペースを確保し、来場者の

目に留まる機会を創出するなどのスケールメリットを生むことが考えられます。 

しかし、市内企業については過去３年間に展示会等へ出展した企業は約 30％（図表 40 参

照）にとどまっています。そのうち約半数は新規の顧客獲得に繋がっておらず、「営業力のあ

る人材の不足」「参加するための知識やノウハウがない」といった人材に関する課題や「資金

不足」を課題として抱えている企業があり、自社製品の PR向上に資するようなセミナーや講

座の開催、出展に対する補助金等の資金面での支援を行っていく必要があります。 

                                                

8 Business to Consumer 又は Business to Customer の略で企業がモノやサービスを直接個人に提供

するビジネスモデルのこと。 
9 商品・サービス・情報などを展示、宣伝するためのイベント（ただし、フリーマーケットや路上販売

は含まない）。 （経済産業省「展示会産業概論」） 

22%

27%

56%

14%

0%

8%

14%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

１．補助金等、資金面での支援

２．従業員の能力向上に資する支援

３．企業と求職者のマッチング支援

４．相談窓口の設置や専門家派遣による支援

５．その他

６．期待する支援制度はない

７．わからない

図表16.人材不足問題に関して期待する支援制度 N=59
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（５）生産性向上等に向けた設備入替の実施、企業立地支援 

 アンケート結果より、経営上の課題として「生産設備の不足・老朽化」（図表 29 参照）を

挙げる企業、強化したい点として「コストダウン、業務効率化」「生産設備の増強・更新」（図

表 30 参照）を挙げている企業がいることが分かっており、本市に期待する優先度の高い支援

制度として「資金的支援（制度資金や各種補助金等）」を求める回答が最も多くなっています。

こういった状況を踏まえ、企業に対して生産性向上に資するような生産設備導入に活用可能

な資金面での支援（補助制度の充実）を実施していくことが必要です。 

 また、工場用地に関しても「現在必要としている」「近い将来必要となる見込み」（図表 31

参照）と回答している企業が一定数いますが、現時点で市内に企業が新規に進出可能な産業

団地はなく、加えて事業規模の拡大のために敷地拡張を図ろうとしても各種土地利用を規制

する法令の制限により既存敷地の拡張及び敷地内での増設を容易に実施できる状況にありま

せん。このため、市内企業が現在地での事業規模拡大を諦め、市外への工場移転等を検討し

たり、実際に移転してしまうリスクを抱えている状況です。このような状況を鑑み、立地に

関する条例の見直しや工場立地に際しての補助金の創設など企業が必要とする支援策を柔軟

に展開することが必要となります。 

32%

41%

9%

6%

19%

14%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

１．連携できる企業が地域内に不足

２．地域内企業の情報不足

３．地域内企業との連携を進める必要性を感じない

４．その他

５．課題はない

６．わからない

図表17.地域内企業との連携を推進するうえでの課題 N=85
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１．営業力のある人材の不足

２．資金不足

３．参加するための知識やノウハウがない

４．優先順位が低い

５．その他

６．特に課題はない

７．わからない

図表18.展示会・商談会へ参加する上での課題 N=44
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１．資金的支援（制度資金や各種補助金等）

２．人材確保・人材育成に関する支援

３．事業拡大に関する支援

（海外展開支援や新技術・新製品開発支援等）

４．事業用地確保に関する支援

５．社会情勢の変化に対する支援

（ＢＣＰ策定、ＳＤＧｓ推進、ＤＸ推進等）

６．その他

７．期待する支援制度はない
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図表19.安曇野市に期待する優先度の高い支援制度 N=85
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１．補助金等、資金面での支援

２．新たな産業団地の造成

３．立地を規制する条例の見直し

４．相談窓口の設置や専門家派遣による支援

５．その他

６．期待する支援制度はない

７．わからない

図表20.事業所の立地等に関して期待する支援制度 N=85
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第 3章 安曇野市ものづくり産業の目指すべき方向性 

1. 基本目標 

  

 

 

 

 

 

本市には、食料品製造業を筆頭に生産用機械器具製造業や電子部品・デバイス・電子回路

製造業、金属製品製造業など幅広い分野の製造業に携わる企業が立地しています。立地して

いる企業が各分野で培った技術力はあらゆる産業へ応用・活用できる可能性があります。   

既存の事業のみに依存するのではなく、自社の技術を磨き、常に向上心を持って新製品・

新技術開発や新規事業分野開拓に積極的に挑戦することで企業としての成長につながること

が期待できます。新技術や新サービスの開発により、世界トップクラスの大企業をはじめと

する多くの顧客からパートナーとして常に選ばれる企業になることや研究機関・異分野企業

との協業、新規事業分野の開拓によりグローバルニッチトップ10企業としての地位を確立する

可能性もあります。 

 各分野で地位を確立した企業が立地することで、本市全体が国内外を問わず多くの地域や

企業から注目を集め、競合地域の中から選ばれ続ける地域となることができます。 

技術を磨き、成長を続ける企業が多数立地する地域であれば、成長するサイクルを形成し、

地域の持続的な成長に繋がっていくといえます。 

 

2. 基本目標実現に向けた施策体系図 

 基本目標である「高い技術力で持続的に成長するまち 安曇野」を実現するために４つの

基本戦略を立案し、実行します。４つの基本戦略を遂行するために 14 の施策を設け、各施策

について取組内容や方向性を示し、地域全体で推進することで目標の実現を目指します。 

 

 

 

 

                                                

10 世界市場のニッチ分野で勝ち抜いている企業、サプライチェーンの中で重要性を増している部材

等の事業を有する企業。 

【基本戦略１】

地域を牽引するものづくり企業支援

【基本戦略２】

企業の経営基盤・生産性の強化

【基本戦略３】

産業間連携による新たな価値の創造

【基本戦略４】

ものづくり技術を継承する

人材の確保と育成

高い技術力で持続的に成長するまち 安曇野

高い技術力で持続的に成長するまち 

安曇野 
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地域外から仕事を獲得し、市内企業へ展開するような地域の牽引企業を支援するために、支援機関等と連携します。
●支援機関等と伴走型支援体制を構築

●地域牽引企業の生産設備導入に対する補助

地域内支援機関同士の目標や戦略を共有するとともに各支援機関の役割分担を明確化し、地域内企業の成長を支援します。
●自治体や支援機関との情報交換機会の創出

●安曇野市支援制度についてパンフレット・HPによる周知

事業者の立場に寄り添い、企業立地に対して支援することで、市内企業の流出を防ぎ、新たな企業を誘致します。
●適地適切な企業立地に係る庁内協議の実施

●空き事業用地の利活用の促進（HPの定期的な更新、情報収集、提供）

●新たな産業団地の造成

●各種補助制度の充実化

国内外の市場でのシェア獲得を目指す企業の成長を支援します。
●国内外展示会への出展補助、ソーシャルネットワーキングサービス（SNS）による企業PRの支援

●海外出展に関する知識向上セミナーの開催

●海外展開を目指す際の情報提供、支援機関への橋渡し

2-1 災害発生時などの緊急事態における早期復旧やリスク回避を支援します。
●BCＰ策定に向けた啓発活動の実施及び相談体制の構築

●策定方法の案内・先行事例の紹介等BCPに関するセミナーの開催

2-2 ICTの利活用による効率的生産や流通・販売の合理化、DX推進による新製品・新サービスの創出や生産性向上、ビジネスモデルの変革を支援します。
●ICT導入促進・DX推進に資するようなセミナーの開催

●DXによるビジネスモデル変革の先進事例の紹介

●DX推進に資するような補助事業の検討

2-3 SDGｓの取り組みによって、企業の持続可能性等の企業価値増大に資するような活動を支援します。
●SDGｓ取り組み事例の紹介

●SDGｓ導入プロセス研修会の開催

2-4 省エネが期待できる新規設備導入によるコスト削減とカーボンニュートラルの取り組みにより選ばれる企業への転換を支援します。
●省エネ効果が見込まれる生産設備の導入を支援

●サプライチェーンにおけるカーボンニュートラルの必要性に関する研修会の開催

●市場・社会からの環境要請に対応した循環性の高いビジネスモデルの事例紹介

産業間連携により地域資源を活用した新製品や新技術開発を支援します。

●新製品・新技術開発に係る費用に対する補助

●支援機関等と伴走型支援体制を構築

●支援機関への橋渡し

企業同士の連携により中核企業から仕事を獲得し、地域全体での売り上げ増につながるよう支援します。
●地域内企業同士のネットワーク構築のための情報交換機会の創出

●地域中核企業等で開催する出張展示会への地域中小企業の出展支援

●企業間連携による製品・サービス等の開発促進支援

市内企業が展示会等へ出展した際に製品やサービスを来場者に訴求できるようにプレゼンテーション能力向上を支援します。
●外部講師を招いてのプレゼンテーション講座の開催

●新分野進出を目指す企業に対する展示会等出展補助制度の案内

●展示会出展や訪問の際に専門家によるアテンド支援

4-1 若年層のUターン及び移住促進による生産年齢人口の確保を推進します。

●合同就職説明会の開催及び参加促進

●就業・創業・移住定住に寄与する補助制度の構築

●インターンシップ実施に対する支援の検討

4-2 経営力や技術力・デザイン力といった企業を支える力を持つ次世代を担う人材の育成を支援します。
●次世代経営者を対象とした「次世代経営者育成塾」の開催

●製造現場で主力になるような人材・専門知識を持った人材の育成

●創業を目指す人を対象とした「創業実現セミナー」の開催

4-3 子育て中の方や外国人、シニア層などの潜在的労働力を掘り起こし、人材が不足している企業での活用を支援します。
●企業側の受け入れ環境整備に向けた情報提供

●職業紹介事業者との連携の検討

●人材育成教育の実施

高
い
技
術
力
で
持
続
的
に
成
長
す
る
ま
ち
　
安
曇
野

1　地域を牽引す
るものづくり企業
支援

1-1.地域牽引企業の育成と支援
1-1

地域経済を牽引す
るものづくり企業
が変革する経済情
勢に適応して持続
的に成長し続ける
ことができるよう
に支援体制を整え
る。

1-2.地域内支援機関による連携
1-2

1-3.企業立地の支援

1-3

1-4.グローバルニッチトップやその候
補となる企業の育成と支援

1-4

2　企業の経営基
盤・生産性の強化

2-1.継続的な企業活動確保に向けた
BCP策定支援

企業の緊急事態へ
の対応力向上、デ
ジタル化、SDGs
への取り組み及び
生産性向上に資す
る企業活動を支援
する。

2-2.情報通信技術の利活用、DX推進
による生産性向上支援

2-3.SDGsへの取り組みによる企業
価値の増大

安曇野市ものづくり振興ビジョン（令和5年度～令和9年度）体系図　

目標 基本戦略 施策 施策の方向性・取組内容

2-4.カーボンニュートラルへの取り組
みによるコスト削減と信頼性向上

3　産業間連携に
よる新たな価値の
創造

3-1.産業間連携による新技術・新製品
開発及び新分野進出支援

3-1

産業間連携により新
たに創造される製
品やサービスによっ
て新市場開拓・新分
野進出を目指す。

3-2.企業間連携強化

3-2

3-3.技術・製品等のPR強化

3-3

4　ものづくり技術
を継承する人材の
確保と育成

4-1.企業の人材確保支援

企業が持続的に成
長するために必要
不可欠なものづく
り人材を確保し、
技術を継承できる
ように育成する。

4-2.企業の次世代を担う人材育成

4-3.潜在労働力の掘り起こし

支援機関：安曇野市商工会・安曇野工業会・公益財団法人長野県産業振興機構・長野県工業技術総合センター 等 



20 

 

3. 計画実施における指標 

 基本戦略に基づき、施策を展開する際には市内ものづくり企業と関係機関・支援機関等が

連携して取組を推進し、成果につなげる必要があります。 

 指標設定に関して、本ビジョンは、『第２次安曇野市工業振興ビジョン』を一新した全く新

しい『ものづくり振興ビジョン』であるため、指標設定についても改める必要があります。 

これまでのように量的に図ることのできる指標に加えて、本ビジョンにおける基本戦略で

は企業の経営基盤強化や生産性の向上、企業間連携による価値の創造などといった質の向上

を目指すような項目も多数あります。このような状況を踏まえ、『量』『質』の両方向から指

標を定めて成果を測れるようにします。 

 

 【『質』の向上・『量』の拡大に向けての目標】 

① 製造品出荷額等 

本市から年間どれだけの製品が出荷されているのか『製造品出荷額等』により確認できま

す。市内企業の成長によって出荷額の増加を目指します。 

目標値 

令和７（2025）年度 5,193 億円 

【参考】 

令和元（2019）年度の製造品出荷額等 4,593 億円 

本市の令和元（2019）年度における製造品出荷額等は、4,593 億円でした。計画期間最終年

度の実績を評価する令和 10（2028）年度に実績が確認できる令和７（2025）年度における目

標値を 5,193 億円と設定します。市内企業が、自社の生産性を強化することで継続的に成長

し、令和元（2019）年度以降毎年 100 億円の増加を目標とします。この目標値は、過去５年

間で最高額であった平成 30（2018）年度の 5,103 億円を 90 億円上回っています。（※１億円

未満四捨五入で記載） 

 

② 製造業一人当たり労働生産性 

成長意欲の高い企業に対して、新規生産設備取得時の補助や新製品・新技術開発時の補助

などの積極的支援及び DX 推進等による生産性向上支援などを実施し、『労働生産性』の向上

を目指します。 

目標値 

令和７（2025）年度 1,652 万円/人 

【参考】 

令和元（2019）年度の労働生産性 

長野県：1,345 万円/人、安曇野市：1,495 万円/人 

平成 25（2013）年度から令和元（2019）年度にかけての労働生産性の伸び率：23.21％ 

平成 30（2018）年度から令和元（2019）年度にかけての労働生産性の伸び率：-11.71％ 
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令和元（2019）年度における製造業一人当たりの労働生産性は長野県を上回る額を示して

います。目標値の設定は、平成 25（2013）年度から令和元（2019）年度にかけて 23.21％伸

びていること、平成 30（2018）年度から令和元（2019）年度にかけて-11.71％と大幅に減少

していることを基に、計画期間最終年度の実績を評価する令和 10（2028）年度に実績が確認

できる令和７（2025）年度における製造業一人当たりの労働生産性を 1,652 万円（令和元（2019）

年の額より 10.5％増（年平均 1.5％増））と設定します。 

 

③ 粗付加価値額（従業員４人以上の事業所） 

市内ものづくり事業者がどれだけ稼げているのかを『粗付加価値額』により判断します。

市内ものづくり事業者の成長を確認する一つの指標として粗付加価値額の向上を目指します。 

目標値 

令和元（2019）年度から令和７（2025）年度までの粗付加価値額の伸び率 21％ 

【参考】 

平成 25（2013）年度から令和元（2019）年度にかけての粗付加価値額の伸び率 

長野県：17.78％、安曇野市：30.79％ 

平成 30（2018）年度から令和元（2019）年度にかけての粗付加価値額の伸び率 

長野県：-3.58％、安曇野市：-14.72％ 

 粗付加価値額に関しては、平成 25（2013）年度から令和元（2019）年度にかけて 30.79％

の伸びを示しています。この伸び率は、同時期の長野県の伸び率（17.78％）に比べて非常に

大きな伸びを示していますが、平成 30（2018）年度から令和元（2019）年度にかけて、-14.72％

と大幅に低下しています。以上の状況を踏まえて令和元（2019）年から計画期間最終年度の

実績を評価する令和 10（2028）年度に実績が確認できる令和７（2025）年度において 21％（年

平均３％）の伸び率を目指します。 

 

④ 市内事業所数 

市内に事業所が立地していることで働く場所を確保することに繋がります。市内事業所が

継続的に事業を営むことや新しく立地する企業がいることで雇用を維持することができます

ので、『市内事業所数』を指標として設定します。 

目標値 

令和７（2025）年度 210 事業所 

【参考】 

令和２（2020）年度における事業所数 206 事業所 

 令和２（2020）年度における事業所数は 206 事業所でした。計画期間最終年度の実績を評

価する令和 10（2028）年度に実績が確認できる令和７（2025）年度における目標値を 210 事

業所とします。 
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人口減少が今後も加速度的に進行することが予測される状況において、ICT11の利活用や DX

の推進によって自社事業の効率化やビジネスモデルの変革を通じ、市場から求められ続ける

事業所であることを目指します。また、空き事業用地への誘致や新たな産業団地の造成を通

して市内への進出を促すことで事業所数の増加を目指します。 

 

⑤ 展示会新規出展企業数 

 市内ものづくり企業が新市場開拓や研究開発を通して新たに生み出す新製品や新技術を域

内外へ広く PR し、売り上げを確保するためには、展示会等への出展が必要となります。市内

ものづくり企業の『展示会新規出展企業数』の増加を目指します。 

目標値 

令和９（2027）年度までに新規で市補助制度を活用して展示会に出展した企業数 

10 社（累計） 

【参考】 

令和４（2022）年度に新規で市補助制度を活用して展示会等に出展した企業数：３

社 

 展示会出展企業数に関しては、令和４（2022）年度に市の補助制度を活用して新規に展示

会に出展した事業者が３社であったため、令和５（2023）年度以降、毎年２社が補助事業を

活用することを目指して、令和９（2027）年度までに市補助制度を活用して新規に展示会等

に出展する企業数の目標を 10 社（累計）と設定します。 

 

⑥ 市内製造業への就職者数（高等学校卒業時） 

 市内の企業が、高等学校卒業後に就職を希望する生徒を採用することで人材の確保に繋が

ります。高校卒業後に『市内製造業へ就職した人数』を指標とします。 

目標値 

令和８（2026）年度末に市内製造業へ就職した人数 40 人 

【参考】 

令和２（2020）年度末に市内製造業に就職した人数 41 人（令和３（2021）年度学

校基本調査（確報）） 

 令和２（2020）年度末に市内製造業へ就職した高等学校卒業者は 41 人でした。計画期間最

終年度の実績を評価する令和 10（2028）年度に確報値が確認できる令和８（2026）年度の目

標値を令和２（2020）年度と同程度とし、生徒数が減少傾向にある中でも市内製造業へ就職

する人材を確保し、育てることを目指します。 

 

 

                                                
11 Information & Communications Technology（情報通信技術）の略、通信技術を用いたコミュニケ

ーションのこと。 
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⑦ 市補助制度「新製品・新技術開発支援事業」又は、産業連携関係補助制度の活用件数 

 自社による新製品・新技術の開発や産業間連携による新商品の開発を進めることで新市場・

新分野への進出に繋がっていくことが見込まれます。市内ものづくり企業の『市補助制度「新

製品・新技術開発支援事業」又は産業連携関係補助制度の活用件数』を指標とします。 

目標値 

令和９（2027）年度までに市補助制度を活用した件数 15 件（累計） 

【参考】 

令和４（2022）年度に市補助制度を活用した件数 ２件 

令和３（2021）年度に市補助制度を活用した件数 ３件 

令和４（2022）年度において市補助制度「新製品・新技術開発支援事業」又は、産業連携関

係補助制度の活用件数は２件でした。補助制度の利用促進や支援機関等との連携を通して、

新製品開発や産業間連携による新商品の開発によって新市場開拓・新分野進出を目指す企業

を支援し、令和９（2027）年度までに累計で 15件の制度活用を目標とします。 
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第 4章 戦略・施策の内容 

基本戦略１ 地域を牽引するものづくり企業支援 

地域経済を牽引するものづくり企業が、変革する経済情勢に適応して持続的に成長し続け

ることができるように支援体制を整えます。 

 

【施策及び施策の方向性・取組の内容】 

１－１. 地域牽引企業の育成と支援 

 地域外から仕事を獲得し、市内企業へ展開するような地域の牽引企業を支援するために、

支援機関等と連携します。 

●支援機関等と伴走型支援体制を構築 

 支援体制を一層強化するために支援機関等と連携し、企業が自社の課題を自ら設定して解

決できるように、ヒアリング等を通して企業の自社解決力を高めることができるような支援

体制の構築を目指します。 

●地域牽引企業の生産設備導入に対する補助 

 地域を牽引する企業が更なる売上増を目指すための生産設備導入に利用可能な補助制度を

案内し、活用促進に努めます。 

 

１－２. 地域内支援機関による連携 

 地域内支援機関同士の目標や戦略を共有するとともに各支援機関の役割分担を明確化し、

地域内企業の成長を支援します。 

●自治体や支援機関との情報交換機会の創出 

 市内支援機関等との市内企業支援に関する情報交換機会を創出します。 

●安曇野市支援制度についてパンフレット・HPによる周知 

 企業支援に関する補助金等の情報をパンフレットや HP を通じて提供します。 

 

１－３. 企業立地の支援  

企業の立場に寄り添い、企業立地に対する支援を行うことで、市内企業の流出を防ぎ、新

たな企業を誘致します。 

●適地適切な企業立地に係る庁内協議の実施 

 各種規制について適地適切な企業立地に繋がるよう庁内で協議を実施するとともにワンス

トップによる支援体制の構築を目指します。 

●空き事業用地の利活用の促進（HP の定期的な更新、情報収集、提供） 

 市で把握している空き事業用地の情報は随時 HP にて公表し、支援機関との情報交換、企業

へのヒアリングを通して情報収集に努めます。 

●新たな産業団地の造成 
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 市内に新たな産業団地を造成し、市外からの企業誘致を目指します。 

●各種補助制度の充実化 

 企業立地等に繋がるような市の補助制度の新設を目指します。 

 

１－４. グローバルニッチトップやその候補となる企業の育成と支援 

 国内外の市場でのシェア獲得を目指す企業の成長を支援します。 

●国内外展示会への出展補助、ソーシャルネットワーキングサービス（SNS）12による企業 PR

支援 

 国内外の展示会に出展する企業に対して、費用負担を軽減する補助制度の活用を促します。

また、SNS を活用した企業情報 PRに必要となる費用面での補助や専門的知識を有する人材に

よる企業紹介映像の作成支援等を行います。 

●海外出展に関する知識向上セミナーの開催 

 海外展示会への出展を目指す企業向けに、海外出展に必要な知識が習得できる専門家によ

るセミナーの開催を目指します。 

●海外展開を目指す際の情報提供、支援機関への橋渡し 

 海外展開を目指す企業に対して専門機関へ繋ぐことや支援情報の提供により、海外展開に

向けた後押しをします。 

 

【関連する SDGs】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                

12 登録された利用者同士が交流できる Web サイトの会員制サービス。（総務省） 
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基本戦略２ 企業の経営基盤・生産性の強化 

 企業の緊急事態への対応力向上、デジタル化、SDGs への取り組み及び生産性向上に資する

企業活動を支援します。 

 

【施策及び施策の方向性・取組の内容】 

２－１. 継続的な企業活動確保に向けた BCP 策定支援 

 災害発生時などの緊急事態における早期復旧やリスク回避を支援します。 

●BCP 策定に向けた啓発活動の実施及び相談体制の構築 

 BCP 策定に向けた窓口相談体制を整え、情報提供等による啓発活動を実施します。 

●策定方法の案内・先行事例の紹介等 BCP に関するセミナーの開催 

 支援機関等と連携し、BCP の必要性や策定に関する知識、先行して取り組んでいる企業の状

況などを知ることができるようなセミナーを開催します。 

 

２－２. 情報通信技術の利活用、DX 推進による生産性向上支援 

 ICT の利活用による効率的生産や流通・販売の合理化、DX 推進による新製品・新サービス

の創出や生産性向上の取組を支援します。 

●ICT 導入促進・DX 推進に資するようなセミナーの開催 

 ICT 導入事例や ICT 導入による効果、DX 推進による効果を知ることができるようなセミナ

ー等を開催し、各企業が自社事業を見直してデジタル化を推進していくための支援を行いま

す。 

●DX によるビジネスモデル変革の先進事例の紹介 

 DX 推進により生産性向上や付加価値創出など、他社との競争優位性を身につけた企業の事

例を紹介し、自社での取組の参考にする機会を作ります。 

●DX 推進に資するような補助事業の検討 

 自社に必要となる IT13ツール14選定のための専門人材による支援の実施及び企業の DX 推進

に必要となる ITツール導入の費用負担を軽減できるような補助制度の構築を目指します。 

 

２－３. SDGs への取り組みによる企業価値の増大 

 企業の持続可能性及びリスク管理等の企業価値増大に資するような SDGｓへの取組活動を

支援します。 

●SDGs 取り組み事例の紹介 

 SDGs を自社の経営方針に取り込んでいる企業や SDGs 推進を目的にした新製品の開発を進

                                                

13 Information Technology（情報技術）の略でインターネットなどの通信とコンピューターなどの情

報機器を組み合わせて活用する技術。 
14 業務の効率化等のために導入するソフトウェア等のこと。 
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めている企業の取組内容をセミナー等で紹介し、市内企業が事例を知る機会を作ります。 

●SDGs 導入プロセス研修会の開催 

 SDGs を経営方針に取り込み、自社のブランディングに活用できるように、専門家や支援機

関等と連携して企業向けの研修会を開催します。 

 

２－４. カーボンニュートラルへの取り組みによるコスト削減と信頼性向上 

 省エネが期待できる新規設備導入によるコスト削減とカーボンニュートラルの取り組みに

より、選ばれる企業への転換を支援します。 

●省エネ効果が見込まれる生産設備の導入を支援 

 省エネ効果が期待できる生産設備を新たに導入する際に利用可能な補助制度を案内し、活

用促進に努めます。 

●サプライチェーン15におけるカーボンニュートラルの必要性に関する研修会の開催 

 自社だけでなくサプライヤー16にもカーボンニュートラルが求められるようになった現状

を理解し、可能な対策を進めることができるように、研修会を通して知識を身に着ける機会

を提供します。 

●市場・社会からの環境要請に対応した循環性の高いビジネスモデルの事例紹介 

 循環性の高いビジネスモデルは持続可能性を有し、企業の競争力を高めることが期待でき

るため、ビジネスモデル転換に取り組んでいる先進事例を紹介することで市内企業の意識醸

成を目指します。 

 

【関連する SDGs】 

 

 

 

 

                                                

15 製品の原材料・部品調達から販売に至るまでの一連の流れ。 

16 事業や商品に必要な資材や部品、原材料などの売り手。 
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基本戦略３ 産業間連携による新たな価値の創造 

 産業間連携により新たに創造される製品やサービスによって新市場開拓・新分野進出を目

指します。 

 

【施策及び施策の方向性・取組の内容】 

３－１. 産業間連携による新技術・新製品開発及び新分野進出支援 

 産業間連携により地域資源を活用した新製品や新技術開発を支援します。 

●新製品・新技術開発に係る費用に対する補助 

 新製品・新技術開発に意欲的な企業に対して、市補助制度の活用を促し、開発に係る費用

負担を軽減することで取組の後押しをします。 

●支援機関等と伴走型支援体制を構築（再掲） 

 支援体制を一層強化するために支援機関等と連携し、企業が自社の課題を自ら設定して解

決できるように、ヒアリング等を通して企業の自社解決力を高めることができるような支援

体制の構築を目指します。 

●支援機関への橋渡し 

 産業間連携による新製品開発等を目指す企業に、支援機関等を案内することで産業間連携

の構築を後押しします。   

 

３－２．企業間連携強化 

 企業同士の連携により中核企業から仕事を獲得し、地域全体での売り上げ増につながるよ

う支援します。 

●地域内企業同士のネットワーク構築のための情報交換機会の創出 

 連携体制構築に向けた情報交換機会を創出する企業ネットワークの構築を推進します。 

●地域中核企業等で開催する出張展示会17への地域中小企業の出展支援 

 地域中核企業等を会場とする市内事業者による出張展示の機会を創出し、地域中核企業か

らの仕事獲得を目指す動きを支援し、地域全体での売上増を目指します。 

●企業間連携による製品・サービス等の開発促進支援 

 企業間連携により製品やサービスを新たに生み出す場合の費用負担を軽減するための補助

制度を実施します。 

 

３－３．技術・製品等の PR 強化 

 市内企業が展示会等へ出展した際に製品やサービスを来場者に訴求できるよう、プレゼン

テーション能力向上を支援します。 

                                                

17 公共施設やイベント会場を使用するのではなく、地域中核企業の施設を借用して開催する展示

会。 
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●外部講師を招いてのプレゼンテーション講座の開催 

 市内企業のプレゼンテーション力強化を目指し、外部講師による研修会を開催し、自社や

自社製品のプレゼンテーションについて知識を身に着ける機会を作ります。 

●新分野進出を目指す企業に対する展示会等出展補助制度の案内 

 新たな販路を獲得するために新分野に関係する展示会等に出展する企業に対して、出展に

要する費用を補助することで展示会への出展を後押しします。 

●展示会出展や訪問の際に専門家によるアテンド支援 

 これまでに展示会への出展経験がない、又は少ない企業向けに、専門家によるアテンド体

制を構築し、企業が展示会での注意点やアドバイスを得られる機会を設けられるようにしま

す。 

 

【関連する SDGs】 
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基本戦略４ ものづくり技術を継承する人材の確保と育成 

 企業が持続的に成長するために必要不可欠な「ものづくり人材」を確保し、技術を継承で

きるように育成します。 

 

【施策及び施策の方向性・取組の内容】 

４－１. 企業の人材確保支援 

 若年層の Uターン及び移住促進による生産年齢人口の確保を推進します。 

●合同就職説明会の開催及び参加促進 

 関係機関と連携し、市内での就職を目指す方に向けた説明会や相談会を実施します。 

●就業・創業・移住定住に寄与する補助制度の構築 

 市外からの移住や就業、新規創業を目指す方が利用可能な補助制度の構築を目指します。 

●インターンシップ18実施に対する支援の検討 

 市内企業がインターンシップを実施する際に係る人件費を補助することで企業の負担軽減

を目指すとともに、市内企業でのインターンシップの実施を促します。 

 

４－２. 企業の次世代を担う人材育成 

 経営力や技術力・デザイン力といった企業を支える力を持つ、次世代を担う人材の育成を

支援します。 

●次世代経営者を対象とした「次世代経営者育成塾」の開催 

 市内企業の次世代を担う若手経営者や経営者候補となる人材に対して、経営者としての心

構えや経営に必要な知識を身に付けることができる「次世代経営者育成塾」を実施します。 

●製造現場で主力になるような人材・専門知識を持った人材の育成 

 製造現場において求められる知識や技能を研修を通して習得していただく機会を創出しま

す。 

●創業を目指す人を対象とした「創業実現セミナー」の開催 

 市内での創業を目指す人材を対象にして、創業に向けて必要な知識を習得するための「創

業実現セミナー」を実施します。また、副業・複業による創業を考えている人材を対象とし

た「ミニ創業実現セミナー」を実施します。 

 

４－３. 潜在労働力19の掘り起こし 

 子育て中の方や外国人の方、シニア層などの潜在的労働力を掘り起こし、人材が不足して

いる企業での活用を支援します。 

●企業側の受け入れ環境整備に向けた情報提供 

                                                

18 学生が就業前に企業等で職業体験を行うこと。 

19 潜在的に就業することが可能な人。 
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 企業側と人材側とのマッチングがスムーズに進むように、新しく人材の受入れを行うにあ

たって必要となる知識（文化や国民性の違いなど）を市内企業が理解するための情報を提供

します。 

●職業紹介事業者との連携の検討 

 企業側が求める人材が確保できるように専門的知見を持った事業者との連携構築を進めま

す。 

●人材育成教育の実施 

 潜在労働力となっている人材が就職した際に、職場で必要となる知識の習得に向けた研修

会の開催を支援機関等と連携して実施します。 

 

【関連する SDGs】 
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第 5章 ビジョン実現に向けた推進体制と進捗管理 

1. 推進体制 

本ビジョンの推進にあたっては、施策・取組を推進する市を中心として、国や県、他市町

村、産業支援機関等、地域金融機関、大学等の教育機関などとの連携を図ります。市はこれ

ら各機関と市内ものづくり企業とを結ぶハブとしての機能を担うほか、各機関の支援事業が

より効果的に機能するように調整を図り、施策・取組を推進します。 

各主体が担う役割 

安曇野市  基本戦略に基づく、施策や取組を主体的に推進する 

 連携先を結ぶハブ機能を担い、効率的な事業展開を図る 

市内企業  自社の中核事業において地域牽引企業やグローバルニッチトップ

を目指す 

 世界的企業から必要とされるパートナー企業になることを目指す 

支援機関  企業のニーズを丁寧に把握し、市と連携しながら施策を実施 

 支援内容や体制を整え、効率的な支援を実施する 

 

 

        

 

 

図表 21.推進体制のイメージ図 

 

安曇野市

市内企業

支援機関

（商工会等）

大学等教育
機関

国・県・他
市町村等

金融機関

目標【高い技術力で持続的に成長するまち 安曇野】 

４つの基本戦略・14の施策 

連携 

連携 連携 

連携 連携 
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2. 進捗管理 

 Plan（計画）⇒Do（実行）⇒Check（評価検証）⇒Action（改善）の「PDCA サイクル」を実

施し、本ビジョンを効果的・効率的に推進していきます。 

 市内企業の置かれている状況は刻一刻と変化しており、時代の潮流に取り残されないため

にも必要に応じて施策や取組内容の見直しを行います。 

 

            図表 22.「PDCA サイクル」イメージ 
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（計画）
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（評価検証）
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【資 料 編】 

アンケート調査からみるものづくり企業の実情 

 本ビジョンの策定にあたり、安曇野市ものづくり産業の現状を把握するための企業アンケ

ート調査を実施しました。［調査対象：241 社 回答：85社 回答率：35.3％］ 

 

【売上の増減及びその理由、売上が増減した業種】 

令和元（2019）年度の売上と令和３（2021）年度の売上を比較すると、売上が減った企業

（48％）の方が売上が増えた企業（39％）を上回っており、約半数の企業で売上が減少して

いることが分かります。その大半が「受注量の減少」を理由としており、厳しい経営状況に

置かれている企業が多いことが分かります。 

一方、売上が増加している企業は「受注量の増加」を理由として挙げる企業が多く、その

他の理由としては、「新製品・新技術開発」「新規分野への進出」を挙げており、厳しい状況下

においても積極的な企業活動を継続して展開していることで売上を伸ばしているということ

が分かります。 

売上が増加した業種については、「電気機械器具製造業」が 30％を占め、次いで「金属製品

製造業」「精密機械器具製造業」の順になっており、上位３業種で約 60％を占めています。 

売上が減少した業種については、「食品製造業」が 20％を占め、次いで「金属製品製造業」

「電気機械器具製造業」の順になっており、「金属製品製造業」「電気機械器具製造業」の２

業種については、増加した業種・減少した業種の双方で上位に位置しており、各事業者によ

る売上増減の違いが明確に表れているといえます。 

 

 

39%

48%

13%

図表23.令和３（2021）年度の売上は令和元（2019）年度の売上と

比較 N=85

令和元（2019）年度より増えた

令和元（2019）年度より減った

大きな変化はなかった
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１．受注量の増加

２．輸出の増加

３．新規分野への進出

４．新製品・新技術開発

５．その他

６．わからない

図表24.売上の増加要因 N=33

83%

27%

2%

2%

32%

0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

１．受注量の減少

２．発注元からのコストダウン要求

３．代替製品の登場

４．輸出の減少

５．その他

６．わからない

図表25.売上の減少要因 N=41

9%

6%

3%

6%

3%

18%

6%

30%

6%

12%

図表26.売上が増加した業種の割合 N=33

１．食料品製造業

２．飲料・飼料製造業

６．パルプ・紙製造業

10．プラスチック製品製造業

14．鉄鋼業

16．金属製品製造業

17．機械器具製造業

18．電気機械器具製造業

19．輸送用機械器具製造業

20．精密機械器具製造業

アンケート結果より作成 
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【売上目標】 

 本ビジョンの計画期間終了時点（令和９（2027）年度）における売上目標については、令和

３（2021）年度を 100 とした場合に「100～125」が最も多くなっており、現状維持からやや

改善傾向になることを目指している企業が多いといえます。 

 

 

【経営上の課題】 

 経営上の課題として、「原材料費の高騰」「人材不足」「受注の減少」「生産設備の不足・老朽

化」「従業員の高齢化」といった回答が多く、人材に関する面で課題を感じている企業が多い

ことが分かります。その他、外的要因に課題を持っている企業が多いことが分かります。 

20%

2%

2%

7%

2%

2%

7%

2%

2%

17%

7%

12%

5%

10%

図表27.売上が減少した業種の割合 N=41

１．食料品製造業

２．飲料・飼料製造業

３．繊維工業

４．木材木製品製造業

５．家具・装備品製造業

６．パルプ・紙製造業

７．出版・印刷

８．化学工業

11．ゴム製品製造業

16．金属製品製造業

17．機械器具製造業

18．電気機械器具製造業

20．精密機械器具製造業

21．その他
アンケート結果より作成

2%

4%

38%

19%

2%

5%

4%

27%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40%

０～50

50～100

100～125

125～150

150～175

175～200

200超

現時点で目標は設定していない

図表28.令和３（2021）年度の売上高を100とした場合、５年後

（令和９（2027）年度）の売上の目標 N=85
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【強化したい点】 

 今回のアンケート調査結果によると今後強化したい点については、「人材の育成・確保」「コ

ストダウン、業務効率化」「生産設備の増強・更新」を挙げる企業が多く、現在抱えている経

営上の課題を解決したいと考える企業が多くいることが分かります。特に「人材の育成・確

保」については、アンケートに回答した企業の 69％が強化したい点と考えており、人材面の

強化が喫緊の課題といえます。 

 

 

 

45%

62%

45%

38%

25%

21%

74%

15%

14%

14%

4%

1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

１．受注の減少

２．人材不足

３．生産設備の不足・老朽化

４．従業員の高齢化

５．コロナ禍への対応

６．後継者・事業承継問題

７．原材料費の高騰

８．製品単価の低下

９．営業力が劣弱

10．事業用地の確保

11．その他

12．問題点はない

図表29.経営上の問題点 N=85

55%

34%

41%

7%

69%

51%

26%

19%

0%

2%

16%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

１．コストダウン、業務効率化

２．営業力の強化

３．新規事業展開（新製品開発等）

４．生産・販売の海外進出

５．人材の育成・確保

６．生産設備の増強・更新

７．ＳＤＧｓやＤＸ等新しい取り組みの推進

８．危機管理体制の強化

９．その他

10．強化したい点はない

11．わからない

図表30.今後強化したい点 N=85
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【事業用地】 

 事業用地については、「現在必要としている」「近い将来必要となる見込み」と回答した企

業が約 25％でした。 

 希望する事業用地の場所については、80％以上の企業が安曇野市内を考えていることが分

かります。 

 

 

 

【海外事業展開】 

 海外事業展開については、既に 21％の企業が実施しており、14％の企業については今後の

海外事業展開の可能性があります。 

 海外事業展開を「実施している」「具体的に検討している」と回答した企業は約 23％でし

た。「必要がないため実施していない」と回答した企業が最も多く 65％を占めている状況であ

ることが分かります。また、実施もしくは検討している事業は 75％の企業で「自社製品の輸

出」であることが分かります。 

5%

20%

75%

図表31.新たな事業用地必要性 N=85

１．現在必要としている

２．近い将来必要となる見込み

３．当面必要とならない

0%

62%

24%

14%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

１．安曇野市以外

２．既存敷地の隣接地

３．安曇野市内の新規土地

４．未定

図表32.希望している事業用地の場所 N=21
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【人材不足】 

 人材不足感について、「かなり不足している」「不足している」と回答した企業は、約 70％

にのぼっています。 

 不足している部門としては、「生産」が最も多く 75％となっています。「生産管理」「研究開

発」「営業」「IT・情報システム」の４部門についても 30％以上の企業で不足を感じているこ

とが分かります。安曇野市内企業は、生産現場に従事する人材不足を感じている企業が非常

に多いことに加えて間接部門においても人材不足を感じている企業がおり、人材の確保を目

指す取り組みが各企業で必要であるといえます。 

21%

2%

12%

65%

図表33.海外事業展開の状況 N=85

１．実施している

２．具体的に検討している

３．関心はあるが実施していない

４．必要がないため実施していない

75%

15%

20%

35%

5%

0% 20% 40% 60% 80%

１．自社製品の輸出

２．海外企業との共同研究開発

３．海外企業への技術付与（人材派遣等を含む）

４．海外に自社工場を保有

５．その他

図表34.実施もしくは検討している事業 N=20
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【新製品・新技術開発、新規事業展開】 

 新製品・新技術開発や新規事業展開について、半数以上の企業が「実施している」「具体的

に検討している」と回答しています。そのうち 80％を超える企業で「新製品・新技術の開発」

を実施又は検討している状況であり、「既存製品の高付加価値化」を目指す企業も 60％を超え

ています。 

 これまで自社で培った技術を基に「新規分野への参画」を実施又は検討している企業は全

体の 23％にのぼっています。 

1%

13%

57%

29%

図表35.人材不足感 N=85

未回答

１．かなり不足している

２．不足している

３．不足していない

32%

19%

75%

36%

34%

15%

32%

3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

１．営業

２．事務

３．生産

４．生産管理

５．研究開発

６．経営・企画

７．ＩＴ・情報システム

８．その他

図表36.人材が不足している部門 N=59
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【地域内連携】 

 地域内（中信地域）企業との連携に関しては、「地域内企業と自社とで受発注している業務

がある」と回答している企業が全体の 70％以上おり、地域内企業との受発注業務を行ってい

る企業が多いことが分かります。 

一方で、「地域内企業と共同研究している」や「地域内企業へ技術付与（人材派遣等）して

いる」と回答した企業は少ないことが分かります。また、「地域内企業とは連携していない」

と回答している企業も 24％おり、企業によって差があることが分かります。 

39%

17%

18%

26%

図表37.新製品・新技術開発、新規事業展開への取組状況 N=85

１．実施している

２．具体的に検討している

３．関心はあるが実施していない

４．必要がないため実施していない

23%

83%

63%

0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

１．新規分野への参画

２．新製品・新技術の開発

３．既存製品の高付加価値化

４．その他

図表38.実施又は検討している事業 N=48
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【商談会・展示会】 

 過去３年間での展示会・商談会への参加状況に関しては、約 30％の企業が参加しているが、

そのうち約半数は新規顧客の獲得にはつながっていません。また、20％の企業は関心を持っ

ていますが、実際の出展には至っていないことが分かります。 

 

 

【事業継続計画（BCP）】 

 事業継続計画を策定している企業は約 30％であった。一方、約 20％の企業は「BCP につい

て全く知らない」と回答しており、企業間における感度の違いがはっきりと分かれている状

況であるといえます。また、「BCP は知っているが策定の検討に至っていない」企業も約３割

74%

7%

1%

24%

0%

0% 20% 40% 60% 80%

１．地域内企業と自社とで

受発注している業務がある

２．地域内企業と共同研究している

３．地域内企業へ技術付与（人材派遣等）している

４．地域内企業とは連携していない

５．その他

図表39.地域内企業連携状況 N=85

1%

17%

15%

20%

47%

図表40.展示会・商談会への参加状況 N=85

未回答

１．参加し、顧客獲得につながった

２．参加したが、顧客獲得にはつなが

らなかった

３．関心はあるが参加していない

４．必要がないため参加していない



 資料-10  

と策定まで時間を必要とする企業が約 50％を占めています。 

 

 

【DX 推進】 

 市内企業で DXに既に取り組んでいる企業は 17％いますが、「内容は知っているが、特に取

り組んでいない」「言葉を聞いたことがあるが、内容は詳しく知らない」「DX について全く知

らない」と回答した企業が 67％を占めており、市内企業においては、DX 推進に積極な企業は

あまり多いとは言えない状況であることが分かります。 

 「既に取り組んでいる」または「取り組みを検討している」と回答した企業において、「RPA20

を用いた定型業務の自動化」「ICT 機器の積極的導入」を進めている企業が多く、業務の効率

化・働き方改革への対応等を推進しています。また、「デジタル人材の育成・採用」を挙げて

いる企業も 41％おり、社内の専門人材の育成が必要であることが分かります。 

 

                                                

20 Robotic Process Automation の略、人が行う定型的なパソコン操作をソフトウェアのロボットが

代替して自動化すること。 

17%

13%

16%33%

21%

図表41.事業継続計画（ＢＣＰ）の策定状況 N=85

１．策定しており定期的に更新している

２．策定しているが定期的な更新はしてい

ない

３．策定を検討している

４．ＢＣＰは知っているが策定の検討まで

には至っていない

５．ＢＣＰについて全く知らない
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【SDGs】 

 市内においては、40％の企業が既に SDGs に関して取り組みを始めており、多くの企業で自

社の経営方針や事業計画等に反映させていることが分かります。 

 一方で約 22％の企業が「言葉を聞いたことがあるが、内容は詳しく知らない」「SDGs につ

いて全く知らない」と回答しており、企業によって認知度の差が大きいことが分かります。 

1%

17%

15%

29%

21%

17%

図表42.ＤＸ推進へ向けた取組状況 N=85

未回答

１．既に取り組んでいる

２．取り組みを検討している

３．内容は知っているが、特に取り組

んでいない

４．言葉を聞いたことがあるが、内容

は詳しく知らない

５．ＤＸについて全く知らない

19%

48%

41%

22%

33%

4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

１．デジタル技術を用いた新製品・新技術の開発

２．ＲＰＡを用いた定型業務の自動化

３．デジタル人材の採用・育成

４．デジタル化対応のための業務の外注

５．ＩＣＴ機器の積極導入

６．その他

図表43.取り組んでいる・検討している内容 N=27
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【カーボンニュートラル】 

 カーボンニュートラルに向けた取組状況について、約半数の企業が「既に取り組んでいる」

「取り組みを検討している」と回答しています。 

 具体的な取組内容としては「節電や節水等、省エネへの取り組み」が最も多く 90％の企業

が実施又は検討しています。次いで「再生可能エネルギー21の導入」が 55％となっており、比

                                                

21 太陽光や風力、地熱といった地球資源の一部など自然界に常に存在するエネルギー。 

1%

40%

6%

31%

15%

7%

図表44.ＳＤＧｓへの取組状況 N=85

未回答

１．既に取り組んでいる

２．取り組みを検討している

３．内容は知っているが、特に取り

組んでいない

４．言葉を聞いたことがあるが、内

容は詳しく知らない

５．ＳＤＧｓについて全く知らない

82%

31%

28%

33%

8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

１．ＳＤＧｓへの対応を自社の経営方針や事業計画等

に反映

２．ＳＤＧｓ推進を目的にした新規事業、新規製品の

開発

３．自社のブランディングやＰＲに活用

４．長野県ＳＤＧｓ推進企業登録制度を活用

５．その他

図表45.取り組んでいる・取組を検討している内容 N=39
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較的始めやすい取組内容から取り掛かっている企業が多いことが分かります。 

 

 

 

 

29%

20%

31%

14%

6%

図表46.カーボンニュートラルに向けた取組状況 N=85

１．既に取り組んでいる

２．取り組みを検討している

３．内容は知っているが、特に取

り組んでいない

４．言葉を聞いたことがあるが、

内容は詳しく知らない

５．カーボンニュートラルについ

て全く知らない

90%

55%

45%

45%

43%

12%

0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

１．節電や節水等、省エネへの取り組み

２．再生可能エネルギーの導入

３．自社の温室効果ガス排出量の把握

４．環境負荷の少ない原材料や部品の利用

５．電気自動車、ハイブリッドカーの導入

６．取り組みに関する見学会や勉強会等への参加

７．その他

図表47.具体的な取組・検討内容 N=42
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景気動向調査からみる安曇野市のものづくり 

市内製造業の対前年同期比 DI 値22は、平成 31（2019）年１月から令和３（2021）年４月に

かけて２年以上にわたり、マイナスを示していました。これは、新型コロナウイルス感染症

の感染拡大等による企業活動・経済活動の停滞により、市内製造業全体に多大な影響があっ

たものと考えられます。その後、令和３（2021）年７月からプラスに転じており、令和３年

10 月期には 58.1 ポイントを記録しています。これは、平成 29（2017）年４月期以降では最

も高い数値を示しており、新型コロナウイルス感染症による経済活動の停滞を乗り越え、回

復基調を感じている企業が多かったことを示している時期といえます。 

しかし、令和４（2022）年１月・４月と２期連続で 10 ポイント以上のマイナスを示し、令

和４年７月についても令和４（2022）年４月と比べて DI 値は低い数値となっており、新型コ

ロナウイルス感染症の再拡大や原材料費・燃料費等の高騰による経済活動の停滞による影響

が再び表れているものと推測できます。 

 

 

 

 

 

                                                

22 企業の景況感・業況感を指標化したもの。 
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図表 48.業界全体の状況（対前年同期比） 

出典：安曇野市景況調査 
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安曇野市ものづくり振興ビジョン策定の経過 

開催日 会議・内容 

令和４年 

６月 16 日 

第１回 安曇野市商工業振興審議会 

 （仮称）安曇野市ものづくり振興ビジョンの作成について（諮問） 

６月 23 日 第１回 安曇野市工業振興連携推進協議会 

 ビジョンの方向性及びスケジュールについて 

 企業アンケートの内容検討 

 安曇野市工業振興連携推進協議会設置要領の一部改正について 

７月５日 

～７月 22日 

企業アンケート 

（調査対象：241 社 回答：85 社 回答率：35.3％） 

 ８月 10日 第２回 安曇野市工業振興協議会 

 企業アンケートの結果報告 

 安曇野市ものづくり振興ビジョンの体系図について 

９月９日 第３回 安曇野市工業振興協議会 

 安曇野市ものづくり産業の課題と安曇野市ものづくり振興ビジョン体

系図について 

 安曇野市ものづくり振興ビジョンにおける指標設定について 

 10 月７日 第４回 安曇野市工業振興協議会 

 安曇野市ものづくり振興ビジョンの指標修正案について 

 安曇野市ものづくり振興ビジョンの戦略・施策の内容について 

11 月 10 日 第５回 安曇野市工業振興協議会 

 安曇野市ものづくり振興ビジョン パブリックコメント（案）について 

11 月 25 日 

～12 月 26 日 

パブリックコメント実施 

（実施結果：意見提出人数 ０人、意見数 ０件） 

令和５年 

 １月 31日 

第２回 安曇野市商工業振興審議会 

 安曇野市ものづくり振興ビジョン最終確認 

 ２月 10日 第３回 安曇野市商工業振興審議会 

 答申 
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安曇野市商工業振興審議会 

区 分 氏 名 所      属 役 職 

商工業団体代表

者６名 

髙橋  秀生 安曇野市商工会会長 会 長 

佐野  訓久 安曇野市商工会副会長  

小林  知之 安曇野市商工会副会長  

丸山  康富 安曇野市商工会商業部会長  

二木  正之 安曇野市商工会工業部会長  

増田  英治 安曇野工業会会長  

学識経験を有す

る者６名 

白鳥  直樹 

内山 吉次※ 

八十二銀行豊科支店長 副会長 

塚平  一彦 長野銀行豊科支店長  

本島  清隆 長野県信用組合安曇野支店長  

山 田   淳 

 

小口  剛※ 

松本信用金庫豊科支店長 
 

猿田  芳明 長野県信用保証協会松本営業部長  

垣内  健児 
長野県工業技術総合センター 

環境・情報技術部門長 
 

※前任者 
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安曇野市工業振興協議会 

団体等名称 所      属 委員名 備 考 

信州大学 
学術研究院（社会科学系） 

経法学部教授 
山沖 義和  会 長 

信州大学 
学術研究院(工学系) 

工学部准教授 
松岡 浩仁  

松本大学 総合経営学部総合経営学科教授 兼村 智也  

一般財団法人 
長野経済研究所 

調査部公共ソリューション担当 村田 和憲  

安曇野市商工会代表 (株)南安精工 代表取締役社長 小林 知之 副会長 

安曇野市商工会代表 (株)マルイチマシン 代表取締役社長 菅澤 一隆  

安曇野市商工会代表 (株)ちくま精機 代表取締役 花 村  薫  

安曇野市商工会代表 (有)猪又鈑金工業 代表取締役 猪 又  悟  

安曇野市商工会代表 (有)アルプス印刷 代表取締役社長 浅川 博行  

安曇野工業会代表 山清電気(株) 代表取締役 伊藤 恭彦  

安曇野工業会代表 日本電熱(株) 常務取締役 内田 友宏  

安曇野工業会代表 
(株)ハーモニック・ドライブ・システムズ 

総務部長 
山﨑 俊明  

安曇野工業会代表 (有)二木工業 代表取締役 二木 正之  

長野県松本地域振興局 商工観光課長 相澤 秀明  

公益財団法人 
長野県産業振興機構 

松本センター センター長 伊東 紀夫  
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